
※会員価格

8,800円（税込）/1名様11,000円（税込）/1名様

主
催

株式会社 船井総合研究所 〒541-0041 大阪府大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研 大阪本社ビル

【webセミナー】企業主導型保育事業 収支改善セミナー お問い合わせNo.S078218

E-mail : seminar271@funaisoken.co.jp

WEBからお申し込みいただけます。（船井総研ホームページ［www.funaisoken.co.jp］右上検索窓に『お問い合わせNo.』を入力ください。）→ 078218

昨年 大好評のセミナーをバージョンアップして今年も開催！

セミナー参加者全員に

１つでも当てはまる経営者の皆さまはぜひご参加下さい！

☑ 来年度は今年度よりももっと経営状態（収支）良くしたい。
☑ 企業主導型保育事業で出た利益分を上手に活用していきたい。
☑ うちの保育事業の経営状況が、他と比較して適切なのかを知りたい。
☑ 一度経営が適切か外部の目で確認したい。
☑ 昨年も参加したが、2020年度の運営実績を基にした分析レポートが欲しい。

PC・スマホで

セミナー参加！

11/15（月）
13:00～15:00

11/16（火）
16:00～18:00 申込は

こちら
QR

11/19（金）
10:00～12:00

11/24（水）
13:00～15:00

11/27（土）
10:00～12:00

12/2（木）
16:00～18:00

12/5（日）
13:00～15:00

12/7（火）
10:00～12:00

1. セミナー受講（ZOOM） 2. 収支改善 簡易診断レポート
お渡し（希望者のみ）

3. コンサルタントへ経営相談
（希望者のみ・オンライン または ご来社にて）

明日から使える現場の生の事例から、
船井総研で蓄積されたノウハウや最新情報を
セミナーでたっぷりお伝えします。

ご都合の合う日にご参加ください。

貴園の昨年度 完了報告の分析結果と
専門コンサルタントによるコメント付きの
「収支改善 簡易診断レポート」をお渡しし、
個別の問題点を洗い出します。

「収支改善 簡易診断レポート」の結果と、
地域や保育サービスの実情を踏まえ、
セミナーやレポートから更に踏み込んだ
個別具体的なアドバイスをお伝えいたします。

以上3点をご提供！
※「収支改善 簡易診断レポート」では人件費状況が一目でわかる独自の指数
「人件費適格判定」を含む各種指標が入っております。また、園児が一時的に減ったり、
災害等で建物修繕が必要になったりした際に、必要な剰余金の積み立て度合いも確認できます。

㈱船井総合研究所に依る、50件を超える保育園の実会計データと、500件を超えるシミュレーションを基に

保育園に於ける収支に大きな影響を与える指標及び、弊社独自の指数が下記となります。

収支の改善 ひいては保育所の安定的な運営の為に、これらの数値から半自動的に導き出された改善策をご覧の上、

より詳しい説明や、具体的な改善案などにつきましては、是非 弊社のコンサルタントへご相談いただければと思います。

（無料での経営相談は随時受け付けております。）

指標 及び 指数類

種別 判定

総合判定

人件費適格判定 B

平均定員充足率 B

補助金比率 A

本部繰入金額 A

積立金準備率 A

保育従事者一人当たり

補助金額 A

保育従事者

正規雇用率 B

保育従事者一人当たり

園児数 A

職員一人当たり

採用単価 B

園児一人当たり

補助金額 B

収入に占める保育料収入が高く、社内の福利厚生を重視するなら自社従業員に対して保育料の割引が実施出来る。

家賃に掛かっている費用負担は軽度で、その事が収益性を安定させる要因となっていると考えられる。

人件費に相当する部分は比較的高めで、昨今の保育士求人事情を鑑みると、現状を維持する必要が有る。

この人件費の上振れ部分は家賃部分で吸収しており、地域性（地代相場や人件費相場）のケース毎の判断が必要となる。

保育士の職場定着率の向上に努める事で、今後も現状の安定的な運営を継続できると考える。

受け入れ園児の年齢にも踏まえ、

園児1人当たりに対して適切な補助金を受け取れているかを判定します。

ハローワーク、紹介会社、indeed等のWEB媒体等 多種多様な採用媒体を用いて

採用を行っていることかと思います。昨年度の採用広告費と採用人数をもとに、

一人当たりの採用単価の適格性を判定します。

66.8%

¥3,887,393

78.5%

数値

A

95.8%

¥30,805,192

2.0%

94.7

¥4,937,197

0.87

¥35,343

保育従事者数当たりの園児数は、どの位目が行き届くかの指標になると共に

保育士の過剰な配置が無いかが判定出来ます。

支出の中で最も大きなウェイトを占める人件費に対して、非正規・パートの保育

従事者は非常に重要です。お迎え・お見送りの時間には従事者の過配は

不可避ですが、全日過配の時間が続く事は避けるべきです。

また、基本的な人件費自体の抑制にもなりますので、適切な配分が重要です。

補助金は定員や開所時間に合わせて適正な補助金を支払えるよう設計されており、

規模によらず保育従事者一人当たりの補助金額はおおよそ変わりません。

保育所に於ける最大の支出は人件費。園の設計・園児数に対して入ってくる補助金をどの様に配分するかで保育所

の収支は変わります。健全運営が出来る人件費を100とした場合の当該保育所の人件費がどの位なのかを指標で

表示します。

（人件費は100を切ると高すぎる、100を超えるともう少し配分できると言えます。）

保育所運営では、園児の定員充足率にバラつきが生じ、園児数や

園児の年齢割合で 収支が一時的に落ち込むことが起こり得ます。

また、施設の損耗などにも対応するために必要な積立金を各種費用や定員から

推計し、どの程度の準備が出来ているかを推計します。

収入のうち、補助金以外の収入は本部への繰り入れが認められております。

収支差額のうちの本部繰入額が実質的な保育園の収益となります。

保育所は補助金が運営資金のメインになりますが、補助金以外の収入を

いかに増やすかが収入総額を増やす方法の基本となります。

運営状況は概ね良好です。積立金や本部繰入金等を活用した事業展開や

職員待遇・保育サービスの更なる向上をぜひ目指してください。

概略

定員規模や、受け入れ園児の年齢にもよりますが、

平均的に定員充足率が8割を超えると収益が安定化しやすいと言われています。

各　種　指　標　及　び　今　後　の　処　方　箋

〇〇保育園 様 平成30年度度 決算分

当期損益： → 試算損益：

令和元年度 運営費完了報告と園の概況アンケートより計算した簡易の損益計算書 及び 

収支改善に向けて必要と考える項目への目標金額、仮に設定した金額まで推移した際の試算損益です。

安定的な運営に向けて、年間収入の３％程度を積立金とし、園児数の減少に備える事を前提として設計しております。

既に今期は始まっていますが、本書を機に改善出来る事が見つかればと思っております。

収入の項

科　目 目標 比率 判定 借　方 貸　方 仮設定値

1 保育料収入 4.5% 4.1% 1,312,975

2 補助金収入 95.0% 95.8% 30,775,192

3 連携企業受託収入 0.1% 30,000

支出の項

科　目 目標 比率 判定 借　方 貸　方 仮設定値

1 人件費 72.5% 67.8% 〇 20,345,666 20,000,000

2 給食費 7.0% 2.4% 722,855

3 保健衛生費 0.3% 79,177

4 保育材料費 5.0% 2.6% 772,742

5 消耗品備品費 3.3% 975,912

6 雑費 3.0% 880,062

7 委託費 14.5% 4,270,120

8 保険料 4.0% 3.3% 985,846

9 水道光熱費 1.6% 485,128

目標値

損　　益　　計　　算　　書
（収  支  計  算  用）

収　支　改　善　プ　ロ　グ　ラ　ム

（　簡　易　版　）

目標値

2,600,659 2,946,325

昨年 ご参加いただいた方 もお待ちしております！

“企業主導型”保育事業の安定運営を目指す経営者の皆さまへ

本セミナー参加特典の収支改善レポートも 更にグレードアップ

船井総研セミナー事務局

新型コロナウィルス感染症に罹患された皆さま、および関係者の皆さまに心よりお見舞い申し上げます。

一般価格

2021年

※お問い合わせの際は
「セミナータイトル・お問い合
わせNO・お客様氏名」を明記
の上、ご連絡ください



講
師

株式会社 船井総合研究所
保育・教育支援部 保育チーム

東京大学教育学部で保育と教育に関する行政の諸対応を研究。新卒で船井総合研究所に入社。
主に保育事業の新規参入及び運営コンサルティングを行う。
現在は各業界の共通課題である「人手不足」問題への対応すべく各種制度の見直しを行っている。

児玉 梨沙

株式会社 船井総合研究所
保育・教育支援部 保育チーム リーダー 堀内 顕秀

首都大学東京（現：東京都立大学）卒業後、株式会社船井総合研究所に入社。
保育・教育業界においては、保育園、幼稚園、認定こども園の活性化及び、認可保育所や
放課後児童クラブの公募・プロポーザル・開設支援を実施。中小企業／法人から大手企業までの
保育事業支援などを経験。昨今は企業主導型保育事業に関しても多くの開設実績を持つ。

本セミナーは オンライン（ZOOM）開催です
移動時間・交通費・宿泊費ゼロで コロナ感染の心配もなく受講できます。

セミナーでお伝えする予定の内容について（一部抜粋）

株式会社 船井総合研究所
保育・教育支援部 保育チーム

経営学を専攻し、マーケティング（主に消費者行動）に関する研究を行った後、新卒で船井総合研究所へ入社。
入社後は、HR（採用）支援部にて新卒・中途採用やインターンシップ、
若手社員の育成などに従事したのち、保育教育支援部に配属。
現在は保育園のコンサルティングサポートを中心に従事している。

大越 春花

企業主導型保育所は今後どうなる！？現況分析と未来予測

2

3 「人＝保育士」が収支改善の要！人件費の適正値とその実現のポイントとは

4 大好評！貴園の経営状態の分析レポート贈呈＆個別アドバイス

企業主導型保育所の経営で必ず押さえるべきのポイントを網羅的に解説

“企業主導型保育園”の制度が平成28年度に開始して5年目に突入し、令和2年度新規助成決定分（見込含む）は
4,448施設・定員103,773人分と認可保育所施設数の1割超に匹敵する施設が全国にございます。

一方で、令和3年度の新規募集は前年度の5分の1となる4,000人分のみ、
そして,このコロナ禍で地域によっては認可保育所でも0歳児の入園申込が減少し、企業主導型保育所の定員割れも一部深刻化する等
待機児童０時代の兆しも見える中で,企業主導型保育所の経営者の皆さまにはぜひ知っておいていただきたい
企業主導型保育所の現況と今後の予測についてお話させていただきます。

令和2年（2020年）以降、新型コロナウイルス感染症の流行で今までの「当たり前」は一変し、
保育現場は相当な負担があった一方で、「経営面」では休園・登園自粛時にも助成金や保護者に返金した保育料分が助成される等、
法人全体の安定経営やキャッシュ不足の解消に大きく寄与した法人様もいらっしゃったのではないかと思います。

一方で、令和3年度開所日数に関する定義が明確化される等、ルールが年々厳格化する中で新しく何に注意を払えば良いのか、
注意すべきポイントを網羅する為の園児募集に於けるポイント、来年度の事業変更申請で検討していただきたいポイントの他、
昨年のセミナーでも要望の多かった利益分の上手な活用方法についてもお話させていただきます。
（弊社コンサルティングで基本分・加算分を見直し・改善を図った結果、赤字園が収益500万円以上の黒字園へ変わった実例もあります）

また、昨年度も多数のお申込みをいただき、好評を博した「収支改善 簡易診断レポート」を今回も贈呈します。

こちらはセミナーにご参加いただいた方のうち希望者全員に、150件を超える保育園の実会計データと、
500件を超えるシミュレーションをもとに、保育園に於ける収支に大きな影響を与える指標及び

弊社独自の指数を導き出して開発した、「収支改善 簡易診断」を行います。

昨年度～今年度にかけて新たに弊社で蓄積した最新データを反映した、より精度の高いレポートとなっております。

さらに、専門コンサルタントとの個別経営相談にて、個別の事情を踏まえた具体的な解決策をご提案します。

貴園の経営改善、そして運営安定化のためにぜひ本セミナーをご活用くださいませ。

保育士の配置状況で受け入れ可能な園児数が決まり、さらに「保育園の顔」となる保育士の質はそのまま
入園率や退園率にも大きな影響が出ますから、「人＝保育士」が経営の要であり、収支改善の要でもあります。

本セミナーでは、「収支改善」の観点から 適切な人員配置やそれを達成する為の採用活動について事例を交えてお伝えする他、
参加者特典の収支改善レポート（4で詳述）をお申込みいただいた方には、弊社独自の指標「保育士人件費INDEX」を用いて
健全運営が出来る人件費を100とした場合の貴園の人件費がどの位なのかを指標でお示しします。
（100を切ると人件費が高すぎる、100を超えるともう少し配分できる余地があることがわかる指標です）



ご挨拶

少子化、新型コロナウイルス感染症拡大、幼児教育の無償化等、
認可保育園・企業主導型保育園の置かれている環境は大きく変化していきます。
このような変化の厳しい時代に提供するためには、最新の業界情報や成功事例にアク
セスできる環境を整えておくことが大切です。
日本全国で約100もの保育園・幼稚園・認定こども園様が加盟する研究会を運営する
弊社コンサルタントが発信するメルマガやレポートをぜひご活用ください。

株式会社 船井総合研究所 保育教育支援部

ここがポイント！ メールマガジン購読者募集!

コンサルティング現場における成功事例や幼
保業界の最新情報をメールで配信！

国内最大級の保育園向けコンサルティングファー
ムによる様々なノウハウをご紹介！

保育園のコンサルタントによるコラムを毎週配信、
新鮮な情報収集が可能！

ご登録はコチラ！(無料！)

１分で登録完了！今すぐご登録ください！

お手持ちのスマートフォンで右のQRコードを読み取る

または検索エンジンで「保育園・こども園経営ドットコム」と検索！

HPにアクセスし、必要事項を入力する

メールアドレス以外の情報は必要ありません！

過去にはこんな内容のメルマガを配信しています！

『改めて考える2021年の保育業界と今後求められるもの』

『5年後、総合子ども子育て支援拠点化が必須になる時代』

『評価制度で「評価しない」真・人財育成論５ステップ』

『保育業界におけるICTの活用』
★気になったタイトルがございましたら下記QRコードからご登録★

お問い合わせ先：保育教育支援部 担当 菊地 070-2455-0606



Withコロナ時代に適応した採
用活動にシフトするなら今！

企業主導型保育園経営者様向け

令和二年度 指導・監査等
に関する発表より、
ぜひ押さえていただきたい、
重要なポイントのみを抜粋・解説！

学童保育事業展開を検討したい！
設備投資を抑えてローリスクで
参入したい！
安定した収入を得られる事業を
検討したい！

保育士オンライン採用
の秘訣とは

令和二年度
企業主導型保育事業
『指導・監査等』について

補助金を活用した学
童保育事業への参入

毎週現場のコンサルタントから最新情報をお届けします！

★気になったタイトルがございましたらQRコードからチェック★

ここに掲載されているレポートとコラムはごく一部です！

ウェブサイト上には
より多くのレポートを公開中！

下記のQRコードを読み取っていただくか、
検索エンジンで「保育園・こども園ドットコム」を
検索ください！

無料
ダウンロードは
こちらから

保育園・こども園ドットコム

2022年度に向けた保育士
オンライン採用について

【企業主導型保育事業】
今年度監査のポイントと
準備について

選ばれ続ける園づくり
～職員定着を目指すうえ
で重要なポイントとは？～



日時・会場

受講料

お申込方法

お問合せ

一般価格 税抜 10,000円（税込11,000円）／一名様
会員価格 税抜 8,000円（税込 8,800円）／一名様

●お支払いが、クレジットの場合はお申込み手続き完了後の案内（メール）をもって、セミナー受付とさせていただきます。銀行振込の場合はご入金確認後、お送りする案

内（メール）をもってセミナー受付とさせていただきます。●銀行振込の方は、税込金額でのお振込みをお願いいたします。お振込みいただいたにも関わらずメールがお手

元に届かない場合や、セミナー開催４営業日前までにお振込みできない場合は、事前にご連絡ください。なお、ご入金が確認できない場合は、お申込みを取消させていた

だく場合がございます。●ご参加を取り消される場合は、開催3営業日（土・日・祝除く）前まではマイページよりキャンセルをお願い致します。それ以降は下記船井総研セミ

ナー事務局宛にてご連絡ください。尚、ご参加料金の50％を、当日の欠席は100％をキャンセル料として申し受けますのでご注意ください。

●会員価格は、各種経営研究会・経営フォーラム、および社長onlineプレミアムプラン（旧：FUNAIメンバーズPlus）へ ご入会中のお客様のお申込に適用となります。

株式会社船井総合研究所

船井総研セミナー事務局 E-mail : seminar271@funaisoken.co.jp
TEL : 0120-964-000（平日9:30～17:30） ●申込に関するお問い合わせ : 藤野 ●内容に関するお問い合わせ : 児玉

※お申込みに関してのよくあるご質問は「船井総研 FAQ」と検索しご確認ください

ご入金確認後、マイページの案内をもってセミナー受付とさせていただきます。

【webセミナー】企業主導型保育事業収支改善セミナー お問い合わせNo. S078218

（実会場・オンラインセミナー申込用紙）

下記QRコードよりお申込みください。クレジット決済が可能です。受講票はＷＥＢ上でご確認いただけます。

または、船井総研ホームページ（www.funaisoken.co.jp）、右上検索窓にお問い合わせNo. 078218を入力、検索ください。

開催要項

2021年11月15日（月）

本講座はオンライン受講となっております。
オンラインミーティングツール「Zoom」を使用いたします。Zoomご参加方法の詳細は「船井総研web参加」で検索

13：00 15：00 （ログイン開始12：30より）

開始 終了

お申込期限：前日オンラインにてご参加

お申込みはこちらからお願いいたします

＜オンライン受講＞

2021年11月16日（火） 16：00 18：00 （ログイン開始15：30より）

開始 終了

2021年11月19日（金） 10：00 12：00 （ログイン開始9：30より）

開始 終了

2021年11月24日（水） 13：00 15：00 （ログイン開始12：30より）

開始 終了

2021年11月27日（土） 10：00 12：00 （ログイン開始9：30より）

開始 終了

2021年12月2日（木） 16：00 18：00 （ログイン開始15：30より）

開始 終了

2021年12月5日（日） 13：00 15：00 （ログイン開始12：30より）

開始 終了

2021年12月7日（火） 10：00 12：00 （ログイン開始9：30より）

開始 終了

※全日程とも内容は同じです。ご都合のよい日時をお選びください。

お申込期限

１１月１１日（木）

お申込期限

１１月１２日（金）

お申込期限

１１月１５日（月）

お申込期限

１１月２０日（土）

お申込期限

１１月２３日（火）
お申込期限

１１月２８日（日）

お申込期限

１２月１日（水）

お申込期限

１２月３日（金）

11月15日（月） 申込締切日：11月11日（木）
11月16日（火） 申込締切日：11月12日（金）
11月19日（金） 申込締切日：11月15日（月）
11月24日（水） 申込締切日：11月20日（土）
11月27日（土） 申込締切日：11月23日（火）
12月 2日（木） 申込締切日：11月28日（日）
12月 5日（日） 申込締切日：12月 1日（水）
12月 7日（水） 申込締切日：12月 3日（金）

mailto:seminar271@funaisoken.co.jp

